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NTT ドコモビジネスと石川県志賀町が復興イノベーションに向けた連携協定を締結 

～創造的復興を通じて「ここにしかない未来を。～みんなで創ろう シン・志賀町～」を実現～ 

 

 

NTT ドコモビジネス株式会社(旧 NTT コミュニケーションズ株式会社、以下 NTT ドコモビジネス）は、石

川県志賀町(以下 志賀町)と令和 6 年能登半島地震・令和 6 年奥能登豪雨からの創造的復興に向け、「未来を拓

く共通基盤で実現する復興イノベーションに向けた連携協定(以下 本協定）」を、2026 年 4 月 22 日に締結し

ました。本協定は、創造的復興を通じて「ここにしかない未来を。～みんなで創ろう シン・志賀町～」を実現

するために締結するものです。 

 

＜締結式の模様(左から NTT ドコモビジネス 北陸支社長 川野一成、志賀町 町長 稲岡健太郎)＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.背景・目的 

令和 6 年能登半島地震・令和 6 年奥能登豪雨では、生活インフラへの甚大な被害が広範囲に及び、住民の生

活や地域経済に深刻な影響をもたらしました。現在も損壊した道路や倒壊した建物が手つかずのまま残る地域

が多く、早急な復旧・復興が求められています。 

志賀町では、こうした復旧・復興への取り組みに加え、人口減少が進行する時代にあっても、町民サービス

を低下させることのないよう、ICT の活用や DX の推進に積極的に取り組んでいます。地域産業の再建・振興

による雇用の確保、定住人口や関係人口の拡大、高齢化に対応した医療・福祉体制の充実などの課題を解決す

るため、志賀町が定める令和６年能登半島地震復興計画を中心とした創造的復興を行い、「ここにしかない未

来を。～みんなで創ろう シン・志賀町～」の実現をめざしています。 

NTT ドコモビジネスでは、地震発生直後から「Starlink」の避難所への設置や自治体への衛星電話の貸与な

どを行い、地域のみなさまや自治体への支援を実施してきました。奥能登地域の応急仮設住宅の拠点施設など



にデジタルサイネージを設置し、自治体からのお知らせや、災害関連情報を提供するなどの取り組みを実施し

ています。さらに、「しかばす いーじー※1」など高齢化に対応した地域活性化にむけた取り組みを実施してい

ます。 

このたび、NTT ドコモビジネスは、志賀町と地域課題の解決と持続可能なまちづくりを推進し、「ここにし

かない未来を。～みんなで創ろう シン・志賀町～」の実現を目的として、本協定を締結します。 

 

2.本協定の概要  

本協定では、「ここにしかない未来を。～みんなで創ろう シン・志賀町～」の実現を目的として、以下 4 点

に取り組みます。 

(1) 産業の振興と雇用の創出 

ビジネスモデルの協創による「稼げるまち」としての基盤構築、ならびに戦略的 DX 導入による生産性

の向上・地域運営の負荷軽減を推進し、持続可能な競争力ある地域社会の実現をめざします。 

(2) 関係人口の創出・拡大に向けた基盤整備 

新たな産業団地の整備による関係人口の創出・拡大に加え、都市部に向けた認知度向上を推進します。

志賀町が誇る伝統文化や恵まれた自然環境、豊かな食文化といった観光資源を活かし、さらなる関係人

口の創出・拡大を図ります。 

また、交通基盤の充実や観光地の再整備を行い、観光面からも関係人口の創出・拡大を推進します。 

(3) スマート生活の実現 

防災、教育、医療、交通などの分野において、デジタル技術を積極的に活用し、誰もが安心して快適か

つ便利に暮らすことのできる地域づくりに向けた環境整備をめざします。 

(4) 有事を見据えた平時からの積極的な ICT 活用 

行政事務においてデジタル技術を積極的に導入し、ICT の浸透を加速させるとともに、住民が安全・安

心に暮らせるよう、平時から防災を意識し、ICT 活用した体制整備を進め、災害時にも強いまちづくり

を推進します。 

 

3.協定締結日 

2026 年 4 月 22 日 

 

4.各者の役割 

志賀町 創造的復興に向けた復興計画の推進、地域課題の提示、国・県との調整 

NTT ドコモビジネス 各種 ICT ソリューション提供を通じた創造的復興の支援 

 

5.今後の取り組み 

 本協定締結後も、各者の知見とリソースを最大限に活かした具体的な取り組みを検討・実施します。加えて、

地域住民との対話を重視した支援活動を展開することで、能登地域の創造的復興に貢献します。 

 

 

 

「NTT コミュニケーションズ株式会社」は 2025 年 7 月 1 日に社名を「NTT ドコモビジネス株式会社」に変更しまし



た。私たちは、企業と地域が持続的に成長できる自律・分散・協調型社会を支える「産業・地域 DX のプラットフォーマ

ー」として、新たな価値を生み出し、豊かな社会の実現をめざします。 

 

https://www.ntt.com/about-us/nttdocomobusiness.html 

 

 

※1:「しかばす いーじー」とは、石川県志賀町で運行されている、NTT ドコモビジネスの「AI 運行バス®※2」

を活用した予約制乗合交通のことです。 

※2:「AI 運行バス®」とは、乗りたいときに行きたい場所まで、自由に移動できるオンデマンド型公共交通シス

テムです。 
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